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本稿の課題は，宇野理論における最近の商業資本論を検討することにある。宇野理論に限定

すると， 1972年に日高普『商業資本の理論』が出版され， 1979年に山口・佐美・伊藤編『競

争と信用」が出版され， 1983年に山口重克『競争と商業資本』が出版されている。後の二著作

に共通する最近の傾向は，その表題からも明らかなように，競争論的観点を積極的に導入して

商業資本論を再構成するという点にある。他方，拙稿「商業資本論J(r商学討究J26-1， 1975 

年〉も，個別商業資本相互の競争を積極的に導入して商業資本論を再構成しようとしたもので

ある。その意味では，最近の宇野理論における商業資本論研究は拙稿と共通の立場に立つもの
(j) 

であるといってもよい。しかし，拙稿の立場からみると，競争論的観点の導入は依然として不

十分であるように思われるし，またそのような競争的世界と平均的世界との関係の理解も不

十分であるように思われる。かかる立場から，まず山口の見解をとりあげることにしよう。

II 山口説の検討

山口C9 Jは，商業資本論論争を一方でリードしてきた山口の諸論文を集めたものであるが，

最近の山口の立場を最も端的に表しているのは，山口 C9J第l章に収録された論文である。

そこで山口は，商業資本自立化の根拠を流通過程の不確定性の解除(ないし消極化〉に求めて

(1) 字野理論以外では，競争論的観点の導入とし、う問題意識は依然として希薄であるよう

に思われる。たとえば r産業資本と商業資本の関係が問題にされる段階では，商業資本

相互の関係はいちおう捨象され」るべきだ〔加藤 C2 J 43ページ〉というのが一般的な立
場であろう。しかし，そのような限定をふまえた上で，商業資本相互の競争が積極的に分

析されることは一向になかったし，そもそも，産業資本と商業資本の一般的関係(平均的

世界〉と商業資本相互の競争(競争的世界〉とが相互前提関係にある〔つまり，論理的に

は抽象から具体へと進むとしても，それぞれの論理が円環的な構造になっている〉という

ことが十分理解されてはいないのである。
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おり，通常考えられている流通資本や流通費用の節約という視点、は「二次的」なものであると

している。即ち r商業資本は多数の産業資本の流通過程を集中して引受け，それを専門的に

担当することになるため，その過程で産業資本が自ら流通過程を遂行する場合に比べて流通

費用の節約ないし資本の回転の促進を独自的に実現しうることになり，そうすることができ

れば，商業資本の利潤率はいっそう増進しうることになる。しかし引これは必ずしもそうな

るわけでもないのであって，その意味ではこれはいわば商業資本の側の問題，あるいは産業資

本より譲渡される利潤を前提にした上での利潤率のいわば二次的な増減の問題といってよい

であろう。商業資本が支出する流通費用の回収とそれにたいする利潤取得の根拠の基本は，産

業資本の不確定的な流通過程の委譲にともなう利潤の移譲にある。すなわち不確実性の解除

ないし消極化によって産業資本の利潤率が増進することがこの利潤の譲渡を可能にしている

という点にあると考えられるのである。J (山口 (9)86ページ〕 山口によって二次的である

とされた点については，本稿IIIで改めてとりあげることにして，ここでは流通過程の不確定性

の問題に限定して，山口 [9Jの主張を検討することにしよう。

山口の流通過程の不確定性とその解除という主張は次のように要約できる。流通過程は生

産技術的関連性をもたないため，根本的には不確定なものにならざるをえない。流通過程の不

確定性は，前貸資本の大きさを変化させることになるが，生産過程を内に包摂し，それ故生産

技術的に前貸資本の大きさを確定しなければならない産業資本にとってはそれはきわめて不

都合なことである。では，商業資本が登場すると，かかる木確定性がし、かに解除されることに

なるのか。もちろん，商業資本は不確定性そのものを止揚するわけではないが r商業資本は

諸資本の利潤率の動向を見ながら，特定の商品の取扱いにたいする支出資本量なりその内部

の流通資本部分と流通費用部分の比率なりを絶えず変更，調整し，一定の資本にたいする平均

的な利潤の確保を実現することによって，その資本支出の資本家社会的必要性の認定を受け

ることになる.J. (87ベージ〉と。

この主張に対しては次のような疑問が発生する。第一に，ここでいわれていることは，せい

ぜい商業資本における確定性であって，このような確定性が成立したからといって，商業資本

に販売する産業資本にとっては一向に不確定性は解除されないということである。福田 (6)

が批判しているように，売れゆきの良い商品が商業資本によって選択されるとすれば，逆に売

れゆきの悪い荷品の流通期聞はますます長くなるから，産業資本にとって商業資本は r不確

定性の緩衝器としての役割をはたさないばかりでなく，場合によっては増幅器の役割さえ演

じることになるJ(福田 [6)199ページ〉のである。したがって，この点からアプローチする
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限り，商業資本の自立化は産業資本に何のプラスももたらさないから，ここに商業資本自立化

の根拠を求めることはできないということになる。あるいは山口は，商業資本の下で不確定性

が確定化すれば，流通資本や流通費用が客観化する(それは産業資本の下では成立しなかっ
(2 ) 

た)， したがってそこに商業資本自立化の「意義」があると考えているかもしれない。(商業

資本の下で確定性が成立するか否か，それ放流通資本や流通費用が客観化するか否かは後に

みるので， ここでは問わないとしても)， この場合，商業資本自立化の「意義」とはあくまで

も商業資本自立化の「結果」ということでなければならなし、。これに対して，山口が商業資本

自立化の「根拠」を求め，しかもそれをどうしても流通過程の不確定性の延長上に設定しよう

とするなら，産業資本にとっての不確定に伴うマイナスが商業資本自立化によって解消され

るということを論証しなければならない。

かかる点、を論証しようとしたものに青才(1Jがある。育才[1)の主張は次のように要約

される。産業部門聞の需給不均衡のみを問題にし，それぞれの部門に一つの資本があり，計10

の部門が存在するとする。個々の資本は各週100ポンド投下し，各資本の流通期聞は， 1-10 

週間の変動幅をもっとする。すると各資本は変動準備金を 1，000ポンド合計 10，000ポンド用

意しなければならない。しかし商業資本が自立化し， 10の資本の全流通過程を同ーの商業資本

が担うとすると，流通期間の変動幅は不変であっても， (ここて、は，産業部門聞の需給不均衡

のみが問題とされるのであるから)その長短は相殺されることになる。こうして 10の資本の

流通期間の平均5.5週間は，現実的な意味をもつことになって，商業資本の回転期間に転化す

る。商業資本は5，500ポンドでよいことになり， 4，500ポンドは節約されることになる，と。

(2 ) 山口 (9)第3章第2節では，こうした考えが強くでている。たとえば，商業資本の流

通費用の「分化独立の理論的に独自な意義は，それが，流通資本と一体化したままではあ

るにせよ，個々の産業資本の生産過程から解放されて，資本として平均利潤を取得しうる

ものとなるという意味で客観化されうるものとなる点に求めることができるわけであ

る。J(250ページ)r商業資本は，先にみたように，一方ではこの独自の遼動形態によって
流通上の諸費用を独自の意味においてではあるが客観化する点で，それにたいする利潤

率の均等化を媒介するのであるが，それだけでなく，商業資本は，その独自の運動形態に

もとづく流通過程の選択的集中代位と流通上の選択的節約によって，利潤率の高い部門

の蓄積の急速化をいっそう促進しているのであり，その点でそれは産業資本の側におけ

る利潤率の均等化の過程をいっそう促進する機能を果たしているということができるの

である。J(253ベージ)r原理論は，いうまでもなく資本家的生産の原理を明らかにせんと
するものであるが，資本家的生産の原理は総過程』論においては，利潤率の均等化傾

向としてあらわれるとすれば，商業資本の原理的規定を明らかにするということは，かか

る利潤率の均等化傾向にとってのその意義，その機構的役割を明らかにすることでなけ

ればならない。J(254ページ〉
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この青才ClJの主張に対しては，福田 (6)が山口の場合と同じように，商業資本の「平均

利潤を獲得しようとする行動そのものが，変動を増幅させることさえありうるJ(201ページ〕

と批判している。われわれの疑問も基本的には同じものである。即ち，青才の主張が成立する

ためには，商業資本は商品の売れゆきの良し，悪しに関係なく，産業資本から商品を買いつづけ

なければならないだろう。(さもなければ，売れゆきの悪い商品をもっ産業資本では，稼働率

の調整でもしない限り，在庫が増加し始め，追加資本が必要となるのであって，それが予想さ

れる以上，変動準備金を準備しなければならないことに変わりなし、からである。〕 そうする

と，売れゆきの惑い商品は在庫として商業資本の倉庫にあふれることになる。もちろん商業資

本の見込み違いで，売れると思づて仕入れた商品の売れゆきが慈し在庫増となってしまう

ケースはあるうるであろう。しかし，在庫増はそれだけ回転率を下げ，コストをあげるから，

商業資本の競争は必然的にそれを防ぐ行動をとらせるのではないだろうか。山口 (9)の想定

もこのようなものであったはずである。以上の点を拙稿(8Jで使用した図を使って説明すれ
(3 ) 

ば次のようになる。第l図は，仕入量と販売量と流通期間の関係を示し Glは仕入量の累計，

Gは販売量の累計， toは平均的流通期間， YOは流通資本(陳列商品+在庫商品〕を示してい

る。第2図は，商業資本の下でのある特定の商品の仕入と販売の関係を示すとする。 tl時点で

売れゆきが悪化し始めるが，t2時点までは従来通りの仕入を行っていたとする。すると商業資

本は過剰在庫をもつことになり，ら時点で調整過程に入り仕入をストップする。そして，適正

Gl 
G2 

第l図

Gl 

G2 

時間

Gl 
G2 

。

第2図

t 1 t2 t3 
時間

(3) 拙稿 (8)で、は，Gl， G2を仕入量，販売量としているが，正しくはその累計でなけれ

ばならなL、。
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な在庫水準になった時点 ([3)で仕入を再開するが，販売の減少に対応して従来より仕入は減

少し，それ故流通期間も長くなっている。かくして，商業資本の行動様式がこのようなもので

あるとすれば，流通過程の不確定に伴う諸問題は，産業資本自身がひきうけなければならな

い。結局，山口も青才も，商業資本が売れゆきの良し悪しで仕入を増減させることが産業資本

にとっていかなる意味をもつかが十分検討されず，商業資本が自立化した時点で，産業資本に

とってすべての問題が解決されてしまったかのような錯覚におちいってしまったといわざる

をえなし、。そして，このような錯覚からぬけでることができれば，商業資本自立化の根拠を流

通過程の不確定性の解除(ないし消極化〉に求めることもなくなるだろう;

山口 (9Jに対する第二の疑問は，商業資本自立化の根拠の問題から離れてみると，商業資

本における確定性とは一体何を意味するかという点である。山口は，流通過程の不確定性が商

業資本によって止揚されるわけではないと考えているので，その意味ではみせかけの確定性

であるが，このみせかけの確定性をつくりだすのは販売高の平均化であり，正確には投下資本
(5) 

〔流通資本+流通費用〉に対する販売高の比率の平均化である。もしこの比率が与えられれ

ば，社会全体の販売高は基本的には不変であるから，山口がいうように商業資本の社会的必要

最は自動的に決定されることになる。したがってこの比率が与えられるということは，商業資

本自立化の根拠とは別に重要な意味をもつことになる。

ところでこの比率の平均化とは一体何であろうか。それは，ある中心点があって，それをめ

ぐって毎月の比率が変動するということでなければならない。そのためには，一方で中心点が

経済学的に与えられ，他方ではここから議離した場合もとにもどる力が働くことが説明され

ねばならない。先に引用したように，山口 (9)は，商業資本では売れゆきの良い商品を多く

扱うことが可能であることと，流通資本と流通費用の比率を変更できることとをあげている

が，これはもとにもどる力を説明したものにほかならない。しかし問題は，山口 (9)では変

(4) とはし、ぇ，商業資本の自立化によって産業資本にとっての不確定性の解除が全く成立

しないというわけではない。今産業資本自身が販売を担当したとして，その販売政策の功

拙、で売れゆきが良くなったり悪くなったりするとしよう。(青才が扱った流通期間の不確

定性は，このような販売政策の功拙ではなく，産業部門聞の需給不均衡であった。〉商業

資本が自立化しても，同じように，今度はその商業資本の販売政策の功拙によって売れゆ

きは変化する。しかし，商業資本が自立化すれば，産業資本は複数の商業資本に販売でき

るから，個々の商業資本の売れゆきの良し慈しをある程度相殺することもできるかもし

れない。

(5) 庖;舗数が異なったり，活舗の規模や品揃え商品の規模が異なれば，販売高が異なるのは

当然だから，投下資本に対ずる販売高の比率でなければならないのである。
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動の中心点そのものが与えられていないという点である。もちろん，月間販売高(の総計〉を

計算し，これと投下資本(の総計〉との比率を求めれば，算術平均としての中心点は計算でき

る。しかし算術平均としての中心点では，あらゆる時点で変化することになり，法則性をもた

ないものであるから，そこから商業資本の社会的必要最などとうてい決定することはできな

いであろう。

あるいは山口 C9Jは，この中心点を商業部門も平均利潤をうけとるという関係から与える

ことができると考えているのかもしれなし、。周知のようにこの点について日高C5Jは，商業

部門は一般的利潤率の均等化には参加しないとしたが，これに対して山口 (9Jは，資本の移

動という点では商業資本は容易であるとして，商業部門も一般的利潤率の均等化に参加する

とした。そしてそうであるとすれば，たとえば商業部門が平均的に高い利潤率を実現している

なら資本の参入があり，算術平均としての中心点も変化する。商業部門の利潤が平均利潤に等

しくなる時点で資本の参入もとまり，その時点での算術平均としての中心点が商業資本の社

会的必要量を決定する比率になる， とし、うわけでトあろう。

しかし，商業部門が利潤率均等化に参加し，それ故平均利潤をうけとることになるとして

も，そのことは決して商業資本の社会的必要量を一義的に決定することを意味するものでは

ない。即ち，商業部門が平均利潤をうけとる時点で先の例でいえば一つの中心点しか存在しな

し、かのような説明になっているが， (もちろん，現実には算術平均は一つしか計算されなL、

が)，論理的には決して一つの中心点しか存在しないのではない。むしろ，二つ以上存在しう

るのであり，たまたまそのうちの一つが存在したにすぎないのである。そうした意味で一義的

ではないのであり，そうである以上，商業資本の社会的必要還は依然として未定なのである。

かかる主張は，すでに拙稿C8Jで展開されているが，ここで次のようにこ段階にわけてもう

一度確認しておこれまず，商業部門会体の利潤は次のように定式化される。

p=  (仇ーの)Q-K2 (1) 

(p 利潤， al 販売価格，a2・イ士入価格， Q'販売量，K2:流通費用，K1:流通資本〉

商業部門も平均利潤をうけとるとすると，

p = (K1+K2)・7

r = (M-K2)/(Z+Kl+K2) 

(r 一般的利潤率，M 総剰余価値，Z:総産業資本〉

(2) 

(3) 

このうち，ZとM とQは，ここでは一応(商業資本がもたらす効果を除けば〉所与として扱

うことができる。また alも，商業部門は価値を形成しないという点から，産業資本が形成し
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た価値(または生産価格)に等しいとすることによって同じように所与として扱うことができ

る。かくして，方程式3，未知数5(P，グ，a2， Kl，ι)となり，体系は未決定であ(り商業部

門が平均利潤をうけとるとしても，商業資本(K，+K2)の社会的必要量もそれ故一般的利潤率

も未定である。

次に，以上の点を個別商業資本の競争にまで下向して説明してみよう。個別商業資本にとっ

ての利潤は，Pを個別資本の利潤と読めば， (1)式で与えられる。そして，利潤率も，rを

個別j資本の利潤率と読めば， (2)式で与えられる。個別商業資本は利潤率を極大化するため

にさまざまな競争を展開する。第ーは，価格競争で，販売価格 (a，)の引下げは Qを増大させ

(Qの増大は仕入価格の引下げをもたらし)，それらは利潤を増大させるが，他方で， (1)式

より a，の低下は利潤を減少させる。第二に，K2の増大(庖舗，陳列ケース，広告等の増大〉

やK，め増大(商品品揃えの拡大〕は Qを増大させ (Qの増大は仕入価格の引下げをもたら

し)，それらは利潤を増大させるが，他方で， (1)式より K2の増大は利潤を減少させ， (2) 

式より K，+K2の増大は利潤率を低下させる。こうした関係の中で，個別商業資本は al，a2， 

K" K2とQの最適な即ち利潤率を極大にする組合わせを追求することになる。もちろん，こ

こには生産技術的な関係は存在しないから，日高のように，最適な組合わせなどは存在しない

という議論もあるであろう。そしてもし存在しないなら，その最適な組合わせを基準として商

業資本の社会的必要量を決定するということもまた当然、成立しないことになる。しかし他方

では，生産技術的関連はなくても，個別商業資本が激しい競争をくり返している以上は，試行

錯誤の結果ひとまず到達する標準的な組合わせはありうるという議論もあるであろう。もし

それが存在するなら，K，+K2とQの標準的な組合わせから，商業資本の社会的必要量も決定

できると考えるかもしれなし、。しかし，たとえ標準的な組合わせが存在するとしても，そこに

は実は重要な制限があるのである。即ち，このような標準的な組合わせは，商業資本の数が所

(6) もし K，とK2を「逆相関の関係」として定式化するなら，方程式が一つ増加するが，
それでも体系が未決定であることに変わりない。とはいえ，資本家にとってはK2はK，

の節約を意図して投下されるとしても，その効果は不確定であるから，そもそも商業部門

を全体としてみる場合，K，とK2を「逆相関の関係」として定式化できるかどうか疑問で

ああう。

(7) もちろん，正確には商業資本の社会的必要量が未定であるというだけでなく，価格の方

も未定である。この点、は，春回(4)が日高 (5Jを批判したように r流通期間につい
てはあれほど熱心に否定する『社会的な規定性』について，価格の方には全くあっきりそ

れを認めてしまうのであるJ(春田(4)131ベージ〉のであるから十分注意しなければな
らない。
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与の下で、行われた競争の結果成立する組合わせであって，競争に参加する商業資本の数が異

なれば当然その組合わせも異なる。つまり標準的な組合わせ自体が複数存在することになる

のである。たとえば，今単純化のためにK1とK2を固定しておくと，商業資本の数が多くて，

価格競争しても販売高があまり増大しないという試行錯誤の結果，高い販売価格であるが Q

が小さいとL、う組合わせ(その時の利潤率を rlとしよう)もありうるし，逆に商業資本の数

が少なくて，激しい価格競争をして高い販売高を実現した結果，低い販売価格であるが Qが

大きいという組合わせ(利潤率九)もありう2;同じことは， ιとιを変化させてもいえ
る。商業部門も平均利潤をうけとるとすれば，標準的組合わせによるハと乃は，部門聞の調

整をうけた形で一般的利潤率に等しくなっていくが(もちろん，この場合は '1<r2となる)，

そうすると，複数の一般的利潤率・複数の (al，a2， Kl， K2とQの〕組合わせが存在するこ

とになり，かくして，個別資本の競争から説明したとしても，商業資本の社会的必要量も一般
(9) 

的利潤率も未定であるということになる。

かくして，われわれは商業資本における「確定性」の問題を次のように考える。(1)流通資本

や流通費用の客観化(→商業資本の社会的必要量の決定〕という根本的な点についていえば，

それは日高がし、うように，商業資本が自立化しても客観化されないといわねばならない。〔山

(8) ここでは方程式は2であり，未知数は Klとκ2を固定させているので，5(P， r， Q， 
a" a2)である。但し，個別商業資本にとって仕入価格 (a2)は，Qが増大すれば低下する
(とはいえ，それはあくまでも一定の範囲内という条件つきでではあるが〉とすることが

できるし，またこれも一定の範囲内という条件つきでではあるが，Qは販売価格 (al)の

減少関数であるとすることができる。更に，資本の行動様式として，利潤率を極大化する

とL、う関係を導入することができるから，正しくは方程式5に未知数5ということにな

る。しかし，この場合，注意すべきことは，商業資本の数があくまでも与えられていると

いう点であって，その数が異なれば，Qは販売価格 (al)の減少関数であるというその関
数自体がシフトしてしまうのであり，その意味で結局一意的な解はえられないことにな

る。その上に更に，K1とK2が資本にとって可変で、あるという点がつけ加わるのである。

(9) 山口 (9)では，競争論的観点の導入が強調されているが，われわれにはそれは依然と

して不十分であるように思われる。山口 (9)第u章第3節では資本論』第3巻第18
章「商人資本の回転。価格」のテキスト・クリティクがなされており，そこでは，商業資

本の価格競争(安売り〉が視野に入ってこない構成になっているとしてマルクスが批判さ

れている。しかし，山口 (9)自身の商業資本の競争では，逆相関の関係としていわれて

いる流通費用投下の問題が中心であって，商業資本の価格競争が決して全面的にとりあ

げられているわけではない。その意味では，個別商業資本の競争の分析は依然として不十

分であり，全面的に展開されているとはいえないのであって，そのことが，確定性の問題，

即ち商業資本の社会的必要量等の決定の問題にも大きく影響しているといわざるをえな

いのである。
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ロ[9Jが，産業資本のレベノレで一般的利潤率を説く時に流通資本等を捨象す"るのは，そこで

はまだ流通資本等が客観化されていなし、からだとしているが，もしそのようにいうなら，商業

資本が自立化してもそれは変わらないといわねばならない。)(2)しかしそのことは， 日高のよ

うに，商業部門が利潤率均等化に参加しないことを意味するものではない。この点、は，山口が

強調するように，資本の移動の容易な商業資本は，その意味では部門間移動を通した利潤率均

等化には参加Lやすい側面をもっているのである。問題は，たとえ商業部門が平均利潤をうけ

とることになるとしても，商業資本の社会的必要量や販売価格・仕入価格は依然として未定で

あり，そうし、う意味において流通に関する諸費用は客観化されないという点にあるのである。

III 福田説の検討

先にみたように，山口C9Jは通常考えられている流通資本や流通費用の節約は商業資本自

立化の根拠としては二次的なものであるとしていたが，同じように流通過程の不確定性から

出発しながら，流通費用の節約に商業資本自立化の根拠を求めたのが福田 (6)である。周知

のように，流通費用を節約する(マイナスをマイナスする〉という点に商業資本自立化の根拠
(10) 

を求めるのは， もともと宇野の立場であった。これに対して日高C5Jは，字野の議論をうけ

いれていた自説を，山口の「逆相関の関係」をうけいれる形で修正し，商業資本自立化の根拠

として新しく流通期間短縮説を提起したのである。かくして，福田(6)の流通費用節約説は，

一方では山口 (9)を，他方では日高 [5)を批判する形で成立している。山口 (9)への批

判は本稿IIですでにみたし， 日高 C5Jへの批判は後にみることとして，まず，福田 (6)の

積極的な主張から検討してみよう。

福回 (6Jの主張は基本的には流通過程の不確定性論の延長上にある。却ち，流通過程の不

確定性は，売れゆきの良し慈しによって，商品在庫(流通資本〉の変動をもたらし，それに対

応して(青才(1)の言葉でいえば〉変動準備金が必要となる。このことは，生産過程を内に

包摂している産業資本にとっては不都合なことであるが，福回 (6)の場合，この産業資本に

とってのマイナスは商業資本が自立化しても解消されないことは既に明らかとなっている。

そこで，福田(6)は必然、的に残る流通費用に注目する。流通費用は売れゆきの良し悪しによっ

(10) 正確にいえば，字野の「流通費用の資本化」論は，一つは商業資本自立化とともに，流

通費用が節約されるというものであり，もう一つは，商業資本自立化とともに流通費用が

客観化されるというものである。後者は，先にみたように，山口によって修正された形で、

うけつがれている。
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て自動的に変化するものではないから，生産過程を内に包摂する産業資本が販売を担当する

場合は，当然流通費用を一定のものとしたい傾向をもっている L，そうするであろう。その場

合個別産業資本にとっては，流通期間の長期化は流通過程に留まる商品量の増大となって

あらわれ，逆に短期化すれば減少となってあらわれる。ということは，支出される流通費用額

を一定とすると，流通期間が長くなれば商品ー単位あたりの流通費用が少額であること，流通

期聞が短くなれば商品ー単位あたりのそれが多額であるということを意味する。個別資本と

しては，流通期間が短いことを望むのではあるが，同時に，商品一単位あたりに要する流通費

用額をも最小にしたいであろう。換言すれば流通期間の短縮化にあわせて弾力的に流通費用

の支出を減らしたいのであるが，生産過程の規模をそう簡単に変更するわけにもいかないと

いう事情などから，それは容易にはなしえなし、。

これに対して商業資本は弾力的に支出を増減するかわりに，流通期間が短縮化傾向にある

商品を選択的に取り扱う際，その取扱い量を増加させることができ，そうすることによって実

質的に商品ー単位あたりの流通費用を減少させることが可能である。つまり，商業資本が流通

過程を代位すると，費用価格の一部をなすといわれる流通費用が商品一単位あたりで節減さ

れうるのである。J (福田 C6 J 208 -209ページ〉

この主張は少し難解であるが，難解である理由は，商品一単位あたりの流通費用としづ概念

の使い方にある。福田(6Jは，流通期間が長くなれば，商品一単位あたりの流通費用が少額

になる(逆は逆〉というが，その場合，商品一単位あたりとは流通資本一単位あたりというこ

とになっている。しかし，流通費用の大小の問題は，商品販売にどれだけのコストがかかるか

ということであるから，本来なら，販売高一単位あたりをとるべきだろう。そして，販売高一

単位あたりで考えるなら，販売高が減少し流通期間が長くなれば，販売高一単位あたりの流通

費用は多額になる(逆は逆〉のであり，福田 C6Jの場合とは逆になる。もし販売高一単位あ

たりの流通費用とL、う概念で福田 (6)の主張を解釈すれば次のようになろう。産業資本が販

売を担当しても商業資本が担当しても，流通費用は固定化する傾向をもっている。これに対し

て，販売高は流通過程の不確定性に対応して様々に変化する。その際，産業資本が販売を担当

する場合には，自らの生産物しか扱わないから，いかに売れゆきが良くても，ある限度以上に

販売高を増加させることはできなし、。したがってその場合には，販売高一単位あたりの流通費

用の低下には限界があることになる。これに対して商業資本は，多数の産業資本の代理人とな

りうるから，その限界をこえて販売高を高め，販売高一単位あたりの流通費用を低下させるこ

とができる。そして，社会全体の販売高が基本的に不変であるとすれば，販売高一単位あたり
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(11) 

の流通費用の低下は，社会全体の流通費用を節約することになる。

626 

このように解釈した福田説に対しては次のような疑問が発生する。第一に，この主張は流通

過程の不確定性=商品の売れゆきの良し悪しとは関係なく成立する議論であるということで

ある。というのは，福田C6 Jの主張は正しくは，産業資本が販売を担当している場合，売れ

ゆきの良い時には販売高一単位あたりの流通費用が低下しているが，自分の商品しか扱えな

いためそれ以上には低下させえないということであり，逆に売れゆきの悪い時でも，自分の商

品しか扱えないため販売高一単位あたりの流通費用を改善しえないということになるからで

ある。要するに，産業資本にとっての限界は自分の商品しか扱えないという点にあり，商業資

本は多数の資本の代理人になることによってその限界を克服できるという点にあるのであ

る。そうであるとすれば，この主張は流通費用の節約を結局大規模化によって説いていること

になりf通常の流通費用節約説と基本的には変わらないことになる。
第二の疑問点は，流通費用の節約が以上のように与えられるなら，流通資本の節約も同じよ

うに与えられるのではないかという点である。拙稿(8Jでもみたように，流通資本は陳列商

品・在庫商品として示され，販売高を高めるために商品品揃えを増加させることはあるが，そ
(13) 

れでもそれは販売技術的に与えられた大きさであり，販売高の増減とは直接関連しなし、。と

ころが販売高は，産業資本自らが販売を担当している場合には自らの生産高以上には実現で

きないが，商業資本は多数の資本の代理人であるから，その限界をこえて販売高を高めること

ができる。とすれば，産業資本が販売を担当した場合と商業資本が担当した場合で，販売高一

単位あたりの流通資本に差がでてくることは明らかである。但し，以上の説明は可能性を与え

(11) 福田 C6Jの流通費用節約説は正確にいえばこれだけではない。即ち r大規模化傾向
は流通費用節約を一般的にもたらすものとして，商業利潤の根拠のーったりうるであろ

うJ (204ベージ〉が，大規模化によって節約される流通費用とは，広舗費，会計，調査，
広告，代金回収，品質鑑定等に支出される費用であり，かかる部分は商業資本を分化独立

せしめなくても，それを専業的に行う独立の資本に委ねても節約は可能である。したがっ

て，これは商業資本にのみ独自的な機能であるとはいえないから，商業資本の分化独立の

本源的根拠とはいえない，と。つまり，大規模化によって節約される流通資用は，本源的

な根拠とはいえないが，根拠の一部としては含めることができるというわけである。

(12) 注 (11)でみたように，福田 C6Jは山口 C9Jの主張をうけついで，流通費用を二つ
にわけるのであるが，いずれも節約をいう限りでは大規模化による以外にないのである。

(13) 正確には次のようになろう。売れゆきが良くて販売高が増加してL、くと，産業資本でも

商業資本でも陳列商品や在庫商品を一時的に減少させて販売高の増大を実現させる。そ

してその間に生産高か仕入高を増加させて，再び元の陳列商品・在庫商品の水準を回復す

るのである。
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ただけであって，必然性を与えたものではなし、。その理由を二つのケースにわけてみてみよ

う。第一のケースとして産業部門に5産業資本があるとし，産業資本自らが販売を担当し

た場合の流通資本がれであるとする。すると部門全体の流通資本は5れとなる。これに対し

て，商業資本が自立化して， 5産業資本の販売を 1商業資本がすべて引受けるとし，その場合

の流通資本はおでよいとしよう。すると，同じ販売高を実現するのに， 1/5の流通資本でよ

く，流通資本は節約されることとなる。しかし，現実には，商業資本が販売を担当した場合も

個々の産業資本が担当した場合と同じれでよいとは考えられないし，また商業資本の数も l

ではないであろう。したがって流通資本の節約の必然性をいうには別の論理が加わらねばな

らなし、。第二のケースとして， 5産業部門があり，各部門に2産業資本があるとする。産業資

本が販売を担当した場合の流通資本はすべて等しくれとすると，全体の流通資本は 10y;。と

なる。これに対して，商業資本が自立化して，すべての販売を 1商業資本が担当すると，流通

資本は(各部門の商品をすべて揃えればよいのであるから)5 YOでよいことになり，同じ販

売高を実現するのに，1/2の流通資本でよいことになる。しかし，この場合も，商業資本の流

通資本が5Yoでよいとは考えられないし，また商業資本の数も lではないだろう。では，流

通資本の節約の必然性を与える論理とは何か。この点について，森下C7Jや日高 C5 J (そ

れ故通説的立場〉は，それぞれ相違点を残しながらも共通に，商業資本の下では販売と購買の

接合が容易になり，それだけ売買の集中(販売高の増大〉が実現するという点をあげている。

更につけ加えれば，先に検討した大規模化による流通費用節約も，売買の集中〔高い販売高の

実現〕→流通資本の節約(流通期間の短縮〉との関連性のなかで与えられるべきであるという

のが，森下 C7Jや日高 C5Jに共通する見解であるように思われる。

もちろん，福田 C6Jの流通費用節約説は流通資本節約説を否定した上で提起されており，

上にのベた流通資本節約の必然性も当然否定している。そこで次に，その否定する理由を検討

してみよう。まず，マルクスの流通資本節約説に対する福田 C6Jの批判からみておこう。福

田は，マノレタスの「多数資本の回転を媒介するという商業資本に特有の機能が，産業資本の追

加的貨幣準備を社会的に節約するという主張」の背後には i単線的連続生産方式」が想定さ

れていると批判し iいま，ある部門の産業資本の生産期聞が8週間、流通期闘が2週間，毎

週の資本の投下が100であるとする。この部門の個別資本Aの商品を貿い取るためには，商業

資本は800の貨幣を必要とする(固定資本部分や剰余価値部分は簡単化のために捨象するこ

とにする)。商業資本はAが再び商品を生産し終わるまでの6週間は，個別資本B，C， Dの

商品売買の媒介をなしうる。これによってA，B， C， Dは，各々200の追加的資本を節約で
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きる。全体では800の節約であるが，これは商業資本800と同額であり、商業資本を含めた全

体をみれば必要な資本には変化が生じているわけではなく，社会的に追加的資本が節約され

ることにはなっていないのであるJ (福田 (6)180ベージ〕と批判する。この批判に限定する

限りは正しいといってよい。しかし r単線的連続生産方式」でも「並列的連続生産方式Jで

も，流通過程がある以上は， (どういう名称を与えるにせよ)それに伴って追加的資本が必要

となることに変わりはなし、。そこで，この部分が商業資本自立化によって節約される(先に引

用した福田 (6)のケースでは，流通期間が商業資本の自立化によって 1週間に短縮されれば

追加的資本も節約される)のではないかという疑問が残る。この点について福田C6Jは流

通過程の存在からくる追加的負担は，ストック量としての前貸資本総量が増大するというか

たちで現象し，決して流通過程の存在によるマイナスがすべて除去されるわけで、はないが，流

通過程は資本にとって必須の一通過点であることを考えれば，このようなマイナスは個別資

本にとってはそれほど現実的な意味をもつものとはならないのではなL、かと思われるのであ

る。自己の資本価値を増殖させようとする行動は，即事的にこうしたマイナスをその前提とし

て甘受しているともいえるJ(176ページ)としている。ここには，福田C6Jの主張が山口C9J

の主張の延長上にあることが端的に示されている。即ち，商業資本自立化の根拠を流通過程の

不確定性の延長上にとらえると，そもそも流通過程があるということに伴うマイナスは，資本

が甘受するものとみえてきてしまうのである。いうまでもなく，流通過程の存在からくる追加

的負担が大きければ大きい程，利潤率にとっては、マイナスに作用するが，こうしたマイナスを

資本が甘受するとはとうてい思われないのである。そのことは，たとえば商業資本が商品回転

率(販売高に対する商品の平均的存在室=流通資本の比率〕を重視することを想起すれば明ら

かである。

福田 C6Jが流通資本節約説を否定するもう一つの理由は，日高 C5Jの流通期間短縮説に

対する批判からである。先にみたように，日高の主張は，商業資本は多数の産業資本の代理人

となるため，販売と購貿の結合を容易ならしめ，それが流通期間を短縮させるというものであ

る。(われわれの表現では，商業資本の下で販売と購買の結合が容易になり，その結果，流通

資本一定の下で販売高が拡大し，販売高一単位あたりの流通資本が節約される。社会全体の販

売高が基本的に不変であるとすれば，そのことは社会的に流通資本が節約されたことを意味

し，それは同時に流通期間が短縮されたことを意味することになる。〉これに対して福田 C6J

(14) 同様の批判は，青才C1Jにもみられる。

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



629 商業資本と競争 Q
J
 
5
 

7
i
 

は，このような情報伝達の効率化・組織化はこれを産業資本が自ら行うことも可能であり，商

業資本よりむしろ産業資本によって積極的に行われるものであるから r商業資本を分化独立

せしめる性格のものではなし、J (194ベージ)としている。確かに，情報の伝達効率化・組織化

という点に限定すると，福田 [6Jが強調するように産業資本が積極的に行うものであるかも

しれなし、。しかし，商業資本が産業資本ではなしえない次元の情報の伝達機能をなしうること

も事実であろう。たとえば，各家庭にコンビュータの端末が入り，ボタン一つで商品の各種の

情報が迅速かつ正確に得られるようになると，生産者と消費者が情報伝達機関を通して直接

的に結ばれるようになり，それ以外に必要なのは運輸部門(保管部門〉だけということになる。

すべての商品がこのようにして生産者から消費者へ渡るとしたら，商業部門は不要となる。し

かしそのようにはならないであろう。消費者が実際商品を見，手にしない限り買わない部分は

必ず残るのであり，その部分は独立の資本=商業資本が自らの判断で仕入れてくるものであ

る。この時商業資本がはたすことになる情報の伝達機能は，産業資本によってなされるものと
(15) 

は異質の，次元の異なったものといわなければならないだろう。

IV 結語

最後に，われわれは競争論的観点の導入についての方法論的考察を行っておこれわれわれ

の一連の研究 (n資本論』と社会主義J r香川大学経済論叢J52-5参照〉の主題は，一言で

いえばr資本論』の競争論的再編であるといってよし、。もちろんかかる研究方向は，既に宇野

理論(とりわけいわゆる「鈴木原理論J)によって提起されていたし，本稿でとりあげた山口

C9Jもかかる研究方向を商業資本論にあてはめたものである。しかし，われわれと字野理論

(特に「鈴木原理論J)との決定的な差異は，後者では『資本論』第3巻l'lPち「総過程論」を

競争論そのものであるとしているのに対して，われわれは資本論』第3巻にも平均的世界

と競争的世界との相互前提関係があると理解している点にある。この点について山口(9)は，

「第3巻を第1巻，第2巻とは方法的に異質の次元の対象領域として，すなわち，第1巻，第

2巻で明らかにされた資本主義的な社会的生産の均衡編成を，諸資本相互の競争をとおしな

がら現実に措定していく過程と機構を考察する場として展開J (8ベージ〉すべきであるとし

(15) かくしてわれわれは，流通資本や流通費用の節約は，山口 (9)がいうような「二次的」

なものではなく，これこそ商業資本自立化の根拠をなすものと考える。そしてこの点に限

定する限り，本稿は，山口 (9)・福田 (6)の批判を通して，通説的立場の再確認を行っ

たことtこなる。
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ている。しかしわれわれは，高須賀C3]が生産価格論で次元の相違論を批判する際述べたよ

うに競争によって決まるのは市場価格だけであって，生産価格すら市場価格の運動から抽

象された論理的KategorieとみるべきではあるまいかJ (112ページ)と考える。この点、を商

業資本論の問題としてL、し、直せば次のようになる。個別商業資本の競争と商業資本の本質と

は区別されるべきで，商業資本の本質は，産業資本と商業資本との抽象的な関係の考察から与

えられるし，与えるべきである。これに対して，個別商業資本の競争の分析は，すでに明らか

にされた商業資本の本質を再措定し，より豊富で具体的な内容を付与するところにあると考

えるのである。

かかるわれわれの立場は，同時に高須賀 C3)に対する批判でもある。周知のように，かつ

て高須賀は，字野理論の流れとは別に資本論』の競争論的再編を提起し，生産価格論等で

新しい理論を展開してきた。ところが高須賀 C31では rマルクスが経済学批判体系プラン

で構想した前半体系を全部含む経済学原理論は理想的平均的資本主義』の内部構造を論ず

る『資本論』と『競争』論=産業循環論の二大サブ・システムを総合するものでなければなら

ないJ065 -166ページ)とし，競争論をすべて産業循環論に解消してしまっている。しかし，

競争論が何故産業循環論に限定されねばならないのか。高須賀がいうように，競争から生産価

格を説明することはできないが，競争は市場価格の運動を説明し r市場価格の運動は生産価

格を設定する平均化機構を形成する。J(高須賀 C3) 112ページ〕 とすれば資本論』体系

は生産価格を説明するだけでなく r生産価格を設定する平均化機構」もそれ故競争の諸形態

(資本の移動を軸とする部門間競争や新生産方法の導入・普及・陳腐化を軸とする部門内競

争〉も説明しなければならないのではないか。こうした認識があって始めて，独占価格・独占

資本主義論の展開も可能になるのではないか。以上の点を商業資本論の問題としていえば，個

別商業資本が展開する価格競争やサーヒース競争(更には，他部門との関係〉は不要で，フソレジョ

ア経蛍学にまかせておけばよいということにはならないだろう。商業資本と産業資本の抽象

的関係から，商業資本は産業資本自身が販売を担当した場合より流通資本や流通費用を節約

せねばならないということはいえるが，どこまで節約するか，商業資本の社会的必要量はどこ

に決まるか、更に仕入価格・販売価格はどこに決まるか等をみるためには，競争形態の分析が

必要不可欠だからである。更に，資本主義が帝国主義段階に入ると，マーケッティングという

形でとらえられる独占資本倶uの新しい競争形態がでてくる。これは，商業資本を排除し，原論

でいうような流通資本や流通費用の節約を犠牲にしても，販路を確保しようとする独占資本

の行動様式であるが， これが， (他方で進行しつつある〉商業独占との新たな対抗関係を生み
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だし，様々な問題をひきおこしていくことになる。この意味を明らかにするためにも，あらか

じめ個別商業資本相互の競争の分析が，またそれと商業資本の本質との相互前提関係の分析

が必要不可欠となってくるのである。それ故われわれは，平均的世界と競争的世界との関係

は資本論」と産業循環論との関係だけでなく，実は『資本論」内部にも平均的世界と競争

的世界との関係があるとL、う意味で，いわば二重の構造になっており，その点の理解こそ方法

論的に重要であると考えるのである。
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